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　巻頭言　Foreword

脱炭素化宣言と FCDIC への期待
Declaration of Decarbonization and Expectation for FCDIC

一般社団法人水素エネルギー協会　会長
一般財団法人エネルギー総合工学研究所　特任参事

坂田　　興
Ko. Sakata

President, Hydrogen Energy Systems Society of Japan
Executive Research Fellow, The Institute of Applied Energy

　我が国のエネルギー・環境分野の二大課題は、エネルギー安全保障と地球温暖化ガス排出削減である。従
来から検討が進められていた燃料電池の技術・事業開発に加えて、水素エネルギーシステムが課題解決の手
段として取り上げられ、産官学が連携して、技術開発・実証および事業開発を展開しているところである。
　菅義偉首相は、2020 年 10 月 26 日の所信表明演説において、「我が国は、2050 年までに、温室効果ガスの
排出を全体としてゼロにする、すなわち 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、
ここに宣言いたします。」と表明した。これは、従来の「パリ協定を踏まえ、長期的目標として 2050 年まで
に 80％の温室効果ガスの排出削減を目指す」とした我が国の長期目標から、さらに踏み込んだ内容である。
このような削減目標の厳格化は、ここ数年の異常気象による大規模災害の多発と相俟って、世界の潮流とな
りつつある。実際、菅首相の所信表明に先立ち、欧州連合は 2050 年の脱炭素化を、中国は 2060 年の脱炭素
化を打ち出している。
　地球温暖化ガス（主として CO2）の排出削減要請に対して、我が国をはじめ各国は、どのようにして目
標を達成しようとするのかが、今後問われることになる。我が国では、政府施策や技術開発戦略の一層の高
度化が予想されるが、それに加えて今回の宣言により、産業界の CO2排出削減戦略のナッシュ均衡が変化
して、産業界の関与が従来以上に強化されることが考えられる。
　エネルギー需要は、電力、運輸および産業（定置）の３分野で検討することが一般的である。電力分野の
脱炭素化は再生可能エネルギー、二酸化炭素回収隔離（CCS）および水素発電等の技術進展により、技術オ
プションが明らかになりつつある。運輸分野では燃料電池を利用することによる脱炭素化の方向性が見えつ
つある。一方、産業分野の脱炭素化の技術オプションは、他分野に比較して検討の緒についたところであり、
この分野での脱炭素化が進めば、大きなインパクトを与えることになると考えられる。この分野での燃料電
池技術の一層の展開が待たれる。
　一方、現在開発中の技術のみで脱炭素の達成が担保されるわけではなく、技術オプションの拡充も必要に
なると思われる。非連続な革新技術を見出すため、米国エネルギー省で実施している仕組み、すなわち難易
度の高い目標を提示して、それを達成する技術を公募する等の方法も検討に値する。また NEDO 事業で実
施した「水素利用国際クリーンエネルギーシステム技術研究開発」（WE-NET）の「革新的水素技術の研究」
のような、新規技術発掘を目的とする事業も、有効である可能性がある。
　産業分野の燃料電池技術・事業に関しては、海外勢との競合が発生する可能性が高い。その面でも産官学
の強固なハブの機能を担っている燃料電池開発情報センター（FCDIC）のますますの活躍に期待する次第
である。脱炭素化宣言の実現を可能にする技術・事業開発を推進するため、FCDIC と水素エネルギー協会
の連携を一層強化させることは、極めて有効な方策であると確信している。
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